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◎高年齢者雇用安定法が改正されます。 

 少子高齢化が急速に進展し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、働く意欲がある

高年齢者がその能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境の整備を目的として、「高

年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（高年齢者雇用安定法）の一部が改正され、令和３年４月１

日から施行されます。※この改正は、定年の 70 歳への引上げを義務付けるものではありません。 

 今回の改正は、個々の労働者の多様な特性やニーズを踏まえ、70 歳までの就業機会の確保につい

て、多様な選択肢を法制度上整え、事業主としていずれかの措置を制度化する努力義務を設けるもの

です。 

〇高年齢者就業確保措置について 

【対象となる事業主】 

・定年を 65 歳以上 70 歳未満に定めている事業主 

・65 歳までの継続雇用制度(70 歳以上まで引き続き雇用する制度を除く。) を導入している事業主 

【対象となる措置】 

 次の①から⑤のいずれかの措置(高年齢者就業確保措置)を講じるよう努める必要があります。 

① 70 歳までの定年引き上げ 

② 定年制の廃止 

③ 70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入 

※特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む 

④ 70 歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 

⑤ 70 歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業 

b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業 

※ ④、⑤については過半数組合等の同意を得た上で、措置を導入する必要があります。 

（労働者の過半数を代表する労働組合がある場合にはその労働組合、そして労働者の過半数を代表す

る労働組合がない場合には労働者の過半数を代表する者の同意が必要です。） 

※ ③～⑤では、事業主が講じる措置について、対象者を限定する基準を設けることができますが、 

その場合は過半数労働組合等との同意を得ることが望ましいです。 

※ 高年齢者雇用安定法における「社会貢献事業」とは、不特定かつ多数の者の利益に資することを

目的とした事業のことです。「社会貢献事業」に該当するかどうかは、事業の性質や内容等を勘案し 

て個別に判断されることになります。 

※ b の「出資（資金提供）等」には、出資（資金提供）のほか、事務スペースの提供等も含まれます。 



〇高齢者就業確保措置を講ずるに当たっての留意事項 

【全般的な留意事項】 

・高年齢者就業確保措置のうち、いずれの措置を講ずるかについては、労使間で十分に協議を行い、

高年齢者のニーズに応じた措置を講じていただくことが望ましいです。 

・複数の措置により、70 歳までの就業機会を確保することも可能ですが、個々の高年齢者にいずれ

の措置を適用するかについては、個々の高年齢者の希望を聴取し、これを十分に尊重して決定する必

要があります。 

・高年齢者就業確保措置は努力義務であることから、対象者を限定する基準を設けることも可能です

が、その場合には過半数労働組合等との同意を得ることが望ましいです。 

・高年齢者が従前と異なる業務等に従事する場合には、必要に応じて新たな業務に関する研修や教

育・訓練等を事前に実施することが望ましいです。 

【基準を設けて対象者を限定する場合】 

・対象者基準の内容は、原則として労使に委ねられるものですが、労使で十分に協議した上で定めら

れたものであっても、事業主が恣意的に高年齢者を排除しようとするなど、高齢者雇用安定法の趣旨

や他の労働関係法令に反するものや公序良俗に反するものは認められません。 

※70 歳までの安定した就業機会の確保のため必要があると認められるときは、高年齢者雇用安定法

に基づき、ハローワーク等の指導・助言の対象となる場合があります。 

 

 

○当事務所からのお知らせ 

・令和 3 度 年度更新について 

令和 3 度の年度更新に向け、必要な書類とご案内を発送させていただきました。賃金データ・

工事データ等準備の程、よろしくお願い致します。ご返送いただく際には提出書類に押印の漏れ

等の不備が無いか十分ご確認下さい。また労働局による調査も定期的に実施されておりますので

正確なデータのご提出・ご記入をお願い致します。 

提出期限は 4 月 20 日（火）とさせていただきます。 

・令和 3 度の労災保険料率について 

今年度の労災保険料率及び一人親方の保険料率は前年度より変更はありません。 

詳しい保険料率の確認を希望される事業所様は当事務所までご連絡下さい。 

・令和 3 度の雇用保険料率について 

  今年度の雇用保険料率は前年度より変更はありません。 

詳しい保険料率の確認を希望される事業所様は当事務所までご連絡下さい。 

 
  
後記 

 今年は、長女が小学校に、次女がこども園に、入学入園の年です。 

時の流れは早いなあと常々思います。入学等に当たっての書類提出が苦痛で仕方が

ありませんが、あと少しで終わりだと自分に言い聞かせて夜な夜な仕上げていま

す。ミシンとの戦いも控えておりますので、暫くは自分の時間はお預けになりそう

です。(N) 


